
サカエチカ地下街防災推進計画 (変更)

令和４年１２月２１日

サカエチカマチ株式会社



1.地下街の名称、位置、区域及び面積

地下街の名称 　サカエチカ

地下街の位置 　愛知県名古屋市中区栄三丁目４番６号先

地下街の区域

全体面積 地下通路面積 1,364 ㎡(B2階）13,887 ㎡ 5,916 ㎡ その他(機械室・電気室)
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2.地下街管理会社の代表者

サカエチカマチ株式会社　　代表取締役社長　濱島　吉充

3.防災管理責任者及び管理体制

防災管理責任者   自衛消防隊長(統括防火・防災管理者) 防災センター長　河合　秀俊

管理体制

本部

指揮班 通報連絡班 避難誘導班 消火班 救護班 工作班

・自衛消防隊⾧の

補佐

・消防隊への情報

の提供及び災害現

場への誘導等消防

隊の支援

・その他指揮統制

上、必要な事項

・被害・避難状況

等の情報及び資料

の収集

・消防機関への通

報及び通報の確認

・自衛消防隊⾧の

指示、命令の地区

隊への伝達及び各

地区隊との連絡

・被害の発生して

いる箇所に直行

し、避難開始の指

示命令の伝達

・非常口の開放及

び開放の確認

・避難上障害とな

る物品の除去

・逃げ遅れ、要救

・出火箇所に直行

し、消火器及び屋

内消火栓等による

消火作業に従事

・地区隊が行う消

火作業への指揮指

導

・消防隊との連携

及び補佐

・応急救護所の設

置

・負傷者の応急処

置

・救急隊との連

携、情報の提供

・火災発生個所へ

直行し、防火戸・

シャッター・ダン

パー等の閉鎖

・非常電源及び自

家発電設備の機能

確保

・立入禁止区域の

設定

本部隊

指揮班 通報連絡班 避難誘導班 消火班 救護班 工作班
共栄セキュリティ

サービス㈱

(東・西・北)

各ブロック

(東・西・北)

各ブロック

(東・西・北)

各ブロック

(東・西・北)

各ブロック

興和ファシリティ

マネジメント㈱

自衛消防隊⾧・統括防火・防災管理者

自衛消防組織(本部隊)  統括管理者
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4.安全点検・調査結果

耐震診断結果 ・平成27年度に実施した土木(鉄道)系診断基準に基づく耐震診断結果を下表に示す。

  柱のせん断耐力Vyd>1.0)となり、耐震補強が必要であることが確認された。

  ①地盤条件の確認結果

  ②柱の耐震診断結果

  柱に対する破壊形態の照査を実施した結果、B2階（中柱）がせん断破壊先行型(曲げ破壊時のせん断力Vd/

    大規模地震時の「柱間変位/水平震度」値が50mm以下であり、大きな地盤変位は起こらない地盤条件と判断。
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 　耐震診断の結果、表のとおり全体安全度評価から、B２階の中柱の耐震補強の必要性が確認された。

③耐震診断の評定

　　・審査：一般財団法人愛知県建築住宅センター（耐震構造委員会）

（審査番号：第S28001号、審査年月日：平成28年9月29日）

　　・評定結果：「診断の結果は妥当なものである」ことを確認。

　　　　ただし、B２階南端壁上部の短柱３箇所も補強の検討を要すとの意見付議。

①耐震補強設計の実施(平成28年12月設計完了）

　　・耐震診断及び第３者評定の結果を受け、耐震補強設計を実施した。

②耐震補強設計の評定

　　・審査：一般財団法人愛知県建築住宅センター（耐震構造委員会）

（審査番号：第K28018号、審査年月日：平成29年1月30日）

　　・評定結果：「審査の結果は妥当なものである」ことを確認。

  耐震診断及び耐震補強設計についてのまとめ

　　B２階の中柱２７本の耐震補強と、南端壁上部の短柱３か所の残存軸耐力の保持が必要。（次頁参照）

　　中柱の主な補強工法は、一面鋼板補強工法、一面アンカー補強工法、炭素繊維補強工法、

    リブバー補強工法。　

　　短柱３カ所は、ＳＲＦ工法（高延性材巻き立て工法）を予定。

天井点検 ・平成29年度から施工した内装リニューアル工事にあわせて天井点検を行い、不具合箇所は

  工事の進捗に併せ順次改修した。（令和元年10月完了）

耐震補強詳細設計
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Ｂ２階　柱補強

27本

残存軸耐力保持

3ヵ所

Ｂ２階 柱補強
下図参照

５－５断面 Ｂ１階

ΣＶｍｕ/ΣＶｙｄ＝0.73 
≦1.0
５－５断面 Ｂ２階

平 面 図

Ｂ２階 柱補強
下図参照

５－５断面 Ｂ１階

ΣＶd/ΣＶｙｄ＝0.73 ≦1.0

５－５断面 Ｂ２階

ΣＶd/ΣＶｙｄ＝1.31 >1.0

９－９断面 Ｂ１階

ΣＶd/ΣＶｙｄ＝0.92 ≦1.0
９－９断面 Ｂ１階

ΣＶd/ΣＶｙｄ＝0.92 ≦1.0
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避難検討 ・平成30年度に「新・建築防災指針」に準拠した避難計算法を基本に大規模地震が発生した時の避難シナ

　リオを想定し避難シミュレーションを実施した。

＜避難検討シナリオの設定及び検討結果＞

＜考　察＞

　　避難シミュレーションを実施した結果、大規模地震が発生した際においても、全ての階段が使用でき,

　避難者が最も近い階段に避難した場合は安全に避難できることを確認した。また、落下物により一部の

　階段が使用できない場合や、特定の階段に避難者が集中して障害が発生した場合は、誘導により近傍階

　段に振り分けが必要なことが判った。

　　対策として、安全かつ効果的な避難誘導が実施できるよう防災訓練や講習会を活用し店舗従業員に対し

　知識啓発を実施。また、避難者が安心安全に避難できるようデジタルサイネージの活用や蓄光材の導入を

　検討する。

条件設定

シナリオ１
すべての階段が使用でき、避難者
が最も近い階段に避難した場合

シナリオ１’
シナリオ1の条件を元にサカエチカ
平均通行量の階段への流入比率
を加味した場合

S8階段において避難者が集中し、避難完了
時間が8分を超える9分12秒の結果となった。

目標時間内に避難できない超過した
避難者を近傍階段に振り分けること
で避難完了時間は8分以内になるこ
とを確認した。

シナリオ２
落下物により地下街南側に面する
上屋のない階段（S5,S8）が使用で
きない場合

S9階段において避難者が集中し、避難完了
時間が8分を超える9分28秒の結果となった。

避難誘導により近傍階段へ振り分け
を行うことで均等化され避難完了時
間は8分以内になることを確認した。

シナリオ３
地下鉄栄駅及び、隣接する南側の
商業施設から避難者が流入してく
る場合

 S5、S8、S9階段において避難者が集中し、
避難完了時間が8分を超える結果となった。
S9階段については避難完了時間が最長の9
分25秒の結果となった。

目標時間内に避難できない超過した
避難者を近傍階段に振り分けること
で避難完了時間は8分以内になるこ
とを確認した。

シミュレーション結果

 いずれの階段においても問題ないという結果となった。避難時間は最大で7分40秒
という結果となり、「地下街安心避難対策ガイドライン」の目安である8分以内である
ことを確認した。

※　避難完了目標時間8分とし、床面積から求められた滞留人数を2方向に均等に避難させる。
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5.地下街防災推進事業において行われる補助対象事業

 耐震補強設計の実施(平成28年12月設計完了）

　　・耐震診断及び第３者評定の結果を受け、耐震補強設計を実施した。

避難検討 ・平成30年度に「新・建築防災指針」に準拠した避難計算法を基本に大規模地震が発生した時の避難シナ

　リオを想定し避難シミュレーションを実施した。

・耐震診断及び補強設計の結果、補強が必要と診断されたＢ２階中柱27本について、複数の工法を

　比較検討し、工事の支障となる設備等の移転計画を考慮した適切な耐震補強工法で補強工事を行う。

　主な補強工法は、一面鋼板補強工法、一面アンカー補強工法、炭素繊維補強工法、リブバー補強工法。

  Ｂ２階南端壁上部の短柱３か所は、残存軸耐力を保持する目的でＳＲＦ工法（高延性材巻き立て工法）

  を予定している。

・「伏見・栄地区都市再生安全確保計画」における退避施設への位置付けを予定しており、それに伴い大規模

 地震発災時における公共通路歩行者や一般来街者の安全確保及び退避施設として活用することを目的に、

 必要となる機器を見直すとともに、２４時間運転が可能な発電機設備を整備する。

避難施設、防災
施設の整備

耐震補強詳細設計

通路等公共的空
間の防災性向上
に資する施設の
整備
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6.補助対象事業の計画期間、概算事業費

　・平成２８年度～令和６年度

【平成２８年度】   （税抜）

　①地下街防災推進計画の策定費

　　　・耐震補強詳細設計 ２１．８百万円

【平成２９年度】

　①地下街防災推進事業費

　　　　　・耐震補強工事 ３６百万円 （一面鋼棒補強工法等）

【平成３０年度】

　①地下街防災推進計画の策定費

　　　・避難シミュレーション検討 ６百万円

　②地下街防災推進事業費

　　　　　・耐震補強工事 ８７百万円 （一面鋼板補強工法等）

【令和元年度】

　①地下街防災推進事業費

　　　　　・耐震補強工事 １０２百万円 （一面鋼棒補強工法等）

【令和２年度】

　①地下街防災推進事業費

　　　　　・耐震補強工事 １２３百万円 （一面鋼棒補強工法等）

【令和４年度】

　①地下街防災推進事業費

　　　　　・耐震補強工事 １０５百万円 （一面鋼棒補強工法等）

【令和４～６年度】

　①地下街防災推進事業費

　　　　　・非常用発電設備の整備 ４１６百万円

　　　　※補助対象事業費については、今後行政と協議して決定する。

1)補助対象事業
の計画期間

2)補助対象事業
の概算事業費
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7.関連事業

　・名古屋駅周辺・伏見・栄地域（約401ha)として指定されている。（施行日：平成27年7月24日）

　・うち特定都市再生緊急整備地域は、約303haが指定されている。（施行日：平成27年7月24日）

　・大規模災害時に滞在者等が集中する地区周辺において、避難経路や情報通信設備等の避難誘導の

　　円滑化に資する施設整備を検討する。

　・「伏見・栄地区都市再生安全確保計画」における退避施設への位置付けを予定しており、それに伴い

　　帰宅困難者対策として退避施設の整備等を推進中。

8.避難誘導計画

○災害等緊急  （1）避難誘導に関する基本的な考え方

  を要する事 ・  大規模地震が発生した場合、サカエチカ自衛消防隊を編成して、来街者並びに店舗従業員の

  態が発生し 安全を確保します。

  た場合の基 ・

  本的な避難 ・

　誘導の考え ・ 来街者に周知すべき気象情報、近隣ビル、近隣地下街、付近の地上の状況を入手したときは、

  方 放送設備等を利用して周知します。

（2）避難方法、避難経路についての考え方

・ 避難誘導班は、地震発生後地上の安全が確認できるまでその場に留まるよう、また、落ち着いて

指示に従うよう放送し、パニック防止に努め、必要に応じ避難階段への誘導を行います。とりわけ、

避難検討を行った結果、避難者の集中が予想される階段は誘導員を配置するなど近傍階段へ

避難者の振り分けを行います。

・  地上への避難は、原則として直近の階段から行い、第一避難場所の噴水南広場(久屋大通公園)、

第二避難場所のテレビ塔南(久屋大通公園)へ状況に応じた避難誘導を行います。

・ 避難階段入口を遠くから視認できるキセノン式誘導灯、避難口までの誘導にLED、高輝度

蓄光材による表示を設ける等の方策を検討します。

都市再生緊急整
備地域の指定と
関連事業

地震発生後、地上の安全を確認できた場合は、地上へ避難誘導します。

統括防火防災管理者は、地下街全体の状況把握に努め、負傷者の救助を最優先とします。
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・
報告します。

・  統括防火防災管理者は、行政、テレビ、ラジオ、インターネット等からの情報収集に努め

ます。

・  交通機関の運行状況、避難経路、災害状況等について、デジタルサイネージを積極的に活

用して情報提供します。

・ パニック防止、風評被害の防止を目的として、クリスタル広場のデジタルサイネージに

NHKの緊急番組を放映する等、正確な情報提供に努めます。

・  栄地区地下街等防災協議会の構成員である近隣地下街等と連携して、情報共有及び避難

等の連絡調整を図ります。

（3）情報収集・情報伝達に関する体制、内容についての考え方

通報連絡班は、栄交差点付近の地上部の状況をいち早く確認して、統括防火防災管理者に
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